
米国の2大イベントを受けて

「これからどうなる？米国株式」

販売用資料 │ 2024年11月 │ 追加型投信／海外／株式

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド 愛称：アメリカの星
（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジなし、毎月決算型）予想分配金提示型／
（為替ヘッジあり、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、毎月決算型）予想分配金提示型
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米国の大統領選挙：過去の歴史を振り返ると、深刻な景気後退でなければ米国株式は上昇

「大統領選挙」前後のS&P500指数の推移
大統領選挙日=0、営業日ベース、1980年～2020年、価格リターン、米ドルベース

出所：Guide to the Markets Japan | 4Q 2024 （J.P.モルガン・アセット・マネジメント） データは2024年9月30日時点で取得可能な最新のものを掲載。過去のパフォーマンスは将来の成果を示唆・保証するものではありません。

2004

2020

1988

2000

2016

1984

1996

2012

1980

1992

2008

日後日前

米大統領選挙日

大統領選挙日＝100

として指数化

1

⚫ 米国の大統領選挙後は「不透明感が晴れ、株高傾向になる」という経験則はよく知られています。

⚫ 過去の歴史を振り返ると、ITバブル崩壊（2000年）やリーマン・ショック（2008年）などの深刻な景気後退の局面を除けば、米国株式は概ね上昇傾向でした。
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米国の利下げ：過去の歴史を振り返ると、深刻な景気後退でなければ米国株式は上昇

「FRB（米連邦準備制度理事会）の利下げ開始」前後のS&P500指数のパフォーマンス
価格リターン、利下げサイクル開始の前月末＝0%、1988年～2021年、米ドルベース

※「LTCMの破綻」は、米国の大手ヘッジファンドであるLong-Term Capital Management（LTCM）の破綻を指します。
出所：Guide to the Markets Japan | 4Q 2024 （J.P.モルガン・アセット・マネジメント） データは2024年9月30日時点で取得可能な最新のものを掲載。過去のパフォーマンスは将来の成果を示唆・保証するものではありません。
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（景気後退、ITバブル崩壊）
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⚫ 1989年以降の利下げ局面における米国株式のパフォーマンスを振り返ると、深刻な景気後退を伴った利下げサイクル（利下げ開始：2001年、2007年）の
ケースを除けば、上昇傾向を示したことが確認できます。
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出所：ブルームバーグ、J.P.モルガン・アセット・マネジメント 米国株式はS&P500指数（米ドルベース、配当込み）を使用しています。S&P500指数は市場動向をご理解いただくために示したものであり、当ファンドのベンチマークではありま
せん。当運用戦略の米国株式市場の上昇／下落局面における騰落率の算出対象期間：2005年7月末～2024年1月末 上昇（下落）の各局面は、米国株式（S&P500指数、米ドルベース、配当込み）が最安値（最高値）を付けてから上昇（下
落）トレンドを持続して最高値（最安値）を付けるまでの期間としてJ.P.モルガン・アセット・マネジメントが算出。各局面の期間：①2005年7月末～2007年10月末、②2007年10月末～2009年2月末、③2009年2月末～2011年4月末、④2011
年4月末～2011年9月末、⑤2011年9月末～2015年7月末、⑥2015年7月末～2015年9月末、⑦2015年9月末～2018年9月末、⑧2018年9月末～2018年12月末、⑨2018年12月末～2019年12月末、⑩2019年12月末～2020年3月末、
⑪2020年3月末～2021年12月末、⑫2021年12月末～2022年9月末、⑬2022年9月末～2023年7月末、⑭2023年7月末～2023年10月末 S&P500指数は市場動向をご理解いただくために示したものであり、当ファンドのベンチマークで
はありません。上記は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。上記は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。

当ファンドの運用チームの長期の運用実績を示すために、運用戦略（コンポジット、同じ運用戦略を採用するファンド等のデータを集計したものであり、投資家が直接投資できるものではありません）のパフォーマンスを掲載しています。
運用戦略（コンポジット）のパフォーマンスは、当ファンドのパフォーマンスではありません。
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期間：2005年7月末～2024年9月末（2005年7月末を100として指数化、米ドルベース、月次データ、運用報酬控除前）
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高い成長性に着目した積極的な投資だけでなく、ディフェンシブ性も十分に考慮した機動的な運用

株式市場の上昇局面では

より高い成長が期待される企業に
積極的な投資を行い、
 米国株式市場と比較して
 良好な運用実績を実現

株式市場の下落局面では
ディフェンシブ性に着目し、
ポートフォリオを調整

 米国株式と同程度の下落

当運用戦略 （ご参考）米国株式
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⚫ 機動的（柔軟）なポートフォリオ調整の効果により、様々な市場の変動局面を経験しながらも、長期的に市場を上回るパフォーマンスを実現してきました。
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⚫ 当ファンドの投資先ファンドの運用戦略の過去の運用実績を振り返ると、市場イベントなどから短期的な変動を繰り返しながらも、長期的には市場を上回る
良好なパフォーマンスを実現してきたことが分かります。

出所：ブルームバーグ、J.P.モルガン・アセット・マネジメント 米国株式はS&P500指数（米ドルベース、配当込み）を使用しています。S&P500指数は市場動向をご理解いただくために示したものであり、当ファンドのベンチマークではありま
せん。上記は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。
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13.0倍

6.8倍

当ファンドの運用チームの長期の運用実績を示すために、運用戦略（コンポジット、同じ運用戦略を採用するファンド等のデータを集計したものであり、投資家が直接投資できるものではありません）のパフォーマンスを掲載しています。
運用戦略（コンポジット）のパフォーマンスは、当ファンドのパフォーマンスではありません。

当運用戦略のパフォーマンス推移と主なイベント
期間：2005年7月末～2024年9月末（2005年7月末を100として指数化、米ドルベース、月次データ、運用報酬控除前）
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⚫ 当ファンドは、その時々の“米国のスター・プレイヤー”ともいえる成長企業を一つ一つ丁寧に選別し、確信度の高いと考える企業に投資を行います。

⚫ 当ファンドのポートフォリオは、市場と比較して高い利益成長が期待できる企業で構成されています。

長期にわたり高成長が期待できる企業を厳選

【左グラフ】出所：Guide to the Markets Japan | 4Q 2024 （J.P.モルガン・アセット・マネジメント） 2018年までは、LSEG I/B/E/Sのデータを使用。2019年以降はFactSetのデータを使用。 EPSはアナリスト予想集計値。データは2024年9月
30日時点で取得可能な最新のものを掲載。過去のパフォーマンスは将来の成果を示唆・保証するものではありません。【右グラフ】出所：FactSet、J.P.モルガン・アセット・マネジメント
S&P500指数は市場動向をご理解いただくために示したものであり、当ファンドのベンチマークではありません。
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当ファンドの運用実績（2024年9月末現在）

⚫ 当ファンドは、主として米国の株式に投資し、資産の中長期的な成長を目指すファンドとして、2021年1月25日に設定されました。

出所：J.P.モルガン・アセット・マネジメント 期間：2021年1月25日（当ファンドの設定日）～2024年9月末 基準価額は、信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を分配時にファンドへ再投資したとみなして算出した
ものです。上記は過去の実績であり、将来の成果を保証するものではありません。また、必ず分配を行うものではありません。
本資料では「JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、年1回決算型）」を総称して、「JPモルガン・アメリカ成長株ファンド」もしくは「当ファンド」または「ファンド」といいます。当ファンドは、決算回
数に応じてそれぞれ「年1回決算型」、「毎月決算型 予想分配金提示型」、または為替ヘッジの有無に応じてそれぞれ「為替ヘッジなし」、「為替ヘッジあり」の呼称を使う場合があります。また、当ファンドの投資先ファンドであるJPモルガン・
ファンズ－USグロース・ファンドの運用戦略（米国大型グロース株式戦略）を「当運用戦略」といいます。

JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、年1回決算型）
愛称：アメリカの星

分配金再投資基準価額の推移

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000
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（円）

（年/月/日）

為替ヘッジなし

為替ヘッジあり

（設定日）

基準価額

分配金（1万口当たり、税引前） 直近3期

為替ヘッジ なし あり

2024年9月末現在 18,719円 11,961円

為替ヘッジ なし あり

第1期（2022年1月） 0円 0円

第2期（2023年1月） 0円 0円

第3期（2024年1月） 0円 0円

設定来累計 0円 0円
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ファンドの特色

1 主として米国の株式に投資します。

⚫ 主として米国の企業の株式に投資し、資産の中長期的な成長を目指します。
⚫ カナダの株式にも投資する場合があります。
⚫ 米国の株式に投資する投資先ファンド「米国株式ファンド」の組入比率を高位に保つとともに、円建ての公社債に投資するマネープール・ファンドにも必ず投資します。

2 J.P.モルガン・アセット・マネジメントのグローバルなネットワークを活用します。

3 決算回数と為替ヘッジの有無が異なる、4つのファンドから選ぶことができます。
⚫ 販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

4 以下のとおり収益の分配を行います。
⚫ 決算回数によって、収益分配方針が異なります。

ただし、いずれも必ず分配を行うものではありません。販売会社によっては、どちらか一方のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

5 「為替ヘッジなし」は為替ヘッジを行いません。「為替ヘッジあり」は米ドル建ての資産について為替ヘッジを行います。

⚫ 米国株式ファンドを通じて、主として米ドル建ての株式に投資します。

資金動向、市況動向、経済情勢、投資環境等の変化に対応するために、やむを得ない事情がある場合には、上記にしたがった運用が行えないことがあります。

年1回決算型 年1回の決算時（1月25日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を決定します。

毎月決算型
予想分配金提示型

毎月25日（休業日の場合は翌営業日）の決算時に分配を行います。

◼分配対象額の範囲内で、決算日の5営業日前の基準価額（受益権1万口当たり）に応じて、原
則として右記の金額の分配を行います。ただし、市況動向、残存信託期間等により、右記と異な
る金額となる場合があります。また、必ず分配を行うものではありません。

※分配を行うことにより基準価額は下落します。そのため、次回決算時の分配金額は異なることがあります。

※基準価額が右記の一定の水準に一度でも到達すればその水準に応じた分配を継続する、というものではあ
りません。

※決算日の5営業日前から決算日までの間に基準価額が急激に変動した場合等、基準価額水準や市況動向
等によっては委託会社の判断で右記とは異なる分配金額となる場合や分配が行われない場合があります。

決算日の5営業日前の基準価額

（受益権1万口当たり）

分配金額

（受益権1万口当たり、税引前）

10,500円未満 0円

10,500円以上11,000円未満 100円

11,000円以上12,000円未満 200円

12,000円以上13,000円未満 300円

13,000円以上14,000円未満 400円

14,000円以上 500円
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決算期中に発生した収益を超えて支払われる場合

前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合

10,550円

期中収益
（①＋②）50円10,500円 10,500円

＊500円
（③＋④）

＊50円

＊500円
（③＋④）

10,450円 10,400円

＊450円
（③＋④）

配当等収益
① 20円

＊80円
10,300円

＊420円
（③＋④）

前期決算日
＊分配対象額500円

当期決算日分配前
＊50円を取崩し

当期決算日分配後
＊分配対象額450円

前期決算日
＊分配対象額500円

当期決算日分配前
＊80円を取崩し

当期決算日分配後
＊分配対象額420円

収益分配金に関する留意事項

（注）分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の有価証券の
売買益ならびに③分配準備積立金および④収益調整金です。分配金は、分配方
針に基づき、分配対象額から支払われます。

投資信託で分配金が支払われるイメージ

投資信託の純資産

普 通 分 配 金： 個別元本（受益者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金
です。

元 本 払 戻 金
（特別分配金）

： 個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の受益者の個別元
本は、元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。

分配金

※上記はイメージであり、個別元本や基準価額、分配金の各水準等を示唆するものではありません。

※上記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意ください。

（注）普通分配金に対する課税については、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手
続・手数料等」の「ファンドの費用・税金」をご参照ください。

⚫ 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払
われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価
額は下がります。

⚫ 分配金は、決算期中に発生した収益（経費*1控除後の配当等収
益*2および有価証券の売買益*3）を超えて支払われる場合があり

ます。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて
下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも決算期
中におけるファンドの収益率を示すものではありません。

*1 運用管理費用（信託報酬）およびその他の費用・手数料をいいます。
*2 有価証券の利息・配当金を主とする収益をいいます。
*3 評価益を含みます。

⚫ 受益者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全
部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上
がりが小さかった場合も同様です。

分配金
100円

分配金
100円

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

普通分配金

受益者の
購入価額

（当初個別元本）

元本払戻金
（特別分配金）

受益者の
購入価額

（当初個別元本）

元本払戻金
（特別分配金）

分配金支払後
基準価額

（分配金支払後
個別元本）

分配金支払後
基準価額

（分配金支払後
個別元本）

元本払戻金（特別分配
金）は実質的に元本の
一部払戻しとみなされ、
その金額だけ個別元本
が減少します。また、元
本払戻金（特別分配
金）部分は非課税扱い
となります。
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「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

販売用資料

ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属します。投資信託は元本
保証のない金融商品です。投資信託は預貯金と異なります。

投資リスク、ファンドの費用

基準価額の変動要因

ファンドは、投資先ファンドを通じて主に米国の株式に投資しますので、以下のような要因の
影響により基準価額が変動し、下落した場合は、損失を被ることがあります。
下記は、ファンドにおける基準価額の変動要因のすべてではなく、他の要因も影響すること
があります。

株価変動リスク 株式の価格は、政治・経済情勢、発行会社の業績・財務状況の変化、
市場における需給・流動性による影響を受け、変動することがあります。

為替変動リスク 「為替ヘッジなし」は為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動により
投資資産の価値が変動します。

当ファンドは、外国の株式を主な投資対象とし、また、その他の外貨建資
産を保有することがありますので、株式市場、為替相場、その他の市場に
おける価格の変動により、保有している株式等の円換算した価格が下落し
た場合、損失を被る恐れがあります。

その他の留意点

⚫ クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の6）の適用はありません。
⚫ ファンドの流動性リスクが顕在化した場合、ファンドの基準価額が下がること、ファンドが
他の投資機会を活用できなくなること、またはファンドが所定の期間内に換金代金の支払
いに応じられないことがあります。

投資者が直接的に負担する費用

購 入 時
手 数 料

手数料率は3.3%（税抜3.0%）を上限とします。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
（購入時手数料＝購入価額×購入口数×手数料率（税込））
自動けいぞく投資コースにおいて収益分配金を再投資する場合は、無手数料とし
ます。

信 託 財 産
留 保 額

かかりません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（ 信託報酬 ）

フ ァ ン ド ファンドの純資産総額に対して年率1.023%（税抜0.93%）がかかり、
日々の基準価額に反映されます。

投 資 先
フ ァ ン ド

投資先ファンドの純資産総額に対して以下の費用がかかります。
米国株式ファンド：年率0.60% （注）消費税等はかかりません。

マネープール・ファンド：年率0.1045%（税抜0.095%）

実質的な
負 担
（ 概 算 ）

純資産総額に対して年率1.62%程度（税抜1.53%程度）がかかります。
米国株式ファンドに純資産総額の99.9%を投資した場合のものです。投資先
ファンドの組入比率により、実際の負担と異なる場合があります。

その他の費用・
手 数 料

「有価証券の取引等にかかる費用*」「外貨建資産の保管費用*」「信託財産に関する
租税*」「信託事務の処理に関する諸費用*」「ファンドに関し委託会社が行う事務に
かかる諸費用*」、「その他ファンドの運用上必要な費用*」「米国株式ファンドの事
務管理費用（同ファンドの純資産総額に対して上限年率0.16%）」「ファンド監査費
用（純資産総額に対して年率0.022%（税抜0.02%）、上限年額330万円（税抜300

万円））」「目論見書、運用報告書等の開示資料にかかる事務費用、ファンドの計
理事務にかかる費用、ファンドの受益権の管理にかかる事務費用等（純資産総額
に対して上限年率0.088%（税抜0.08%））」
* 運用状況等により変動し、適切な記載が困難なため、事前に種類ごとの金額、上限額また
はその計算方法等の概要などを具体的に表示することができないことから、記載していま
せん。

ファンドの費用の合計額は、ファンドの保有期間等により変動し、表示することができないことから、記載
していません。

ご購入の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」および「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。

投資リスク ファンドの費用
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「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

販売用資料

購 入 単 位 販売会社が定める単位とします。ただし、自動けいぞく投資コースにおいて収益分
配金を再投資する場合は、1円以上1円単位とします。

購 入 価 額 購入申込日の翌営業日の基準価額とします。

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。

換 金 価 額 換金申込日の翌営業日の基準価額とします。換金時に手数料はかかりません。

換 金 代 金 原則として換金申込日から起算して7営業日目からお支払いいたします。

申込締切時間 原則として、購入・換金の申込みにかかる、販売会社所定の事務手続きが午後3

時30分までに完了したものを当日の申込受付分とします。
なお、販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳細は販売会社に
ご確認ください。

信 託 期 間 年1回決算型：2021年1月25日から2044年1月25日（休業日の場合は翌営業日）
までです。
毎月決算型 予想分配金提示型：2021年1月25日から2031年1月25日（休業日の
場合は翌営業日）までです。

決 算 日 年1回決算型：毎年1月25日（休業日の場合は翌営業日）です。
毎月決算型予想分配金提示型：毎月25日（休業日の場合は翌営業日）です。

収 益 分 配 年1回決算型：毎年1回の決算時に委託会社が分配額を決定します。
毎月決算型 予想分配金提示型：毎月の決算時に委託会社が分配額を決定しま
す。
ただし、いずれも必ず分配を行うものではありません。

課 税 関 係 課税上の取扱いは、「公募株式投資信託」となります。「公募株式投資信託」は税
法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象とな
ります。配当控除および益金不算入制度は適用されません。
年1回決算型：NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売
会社により取扱いが異なる場合があります。
毎月決算型：NISAの対象ではありません。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。上記は2024年8月末現在のものです。
税法が改正された場合等には変更される場合があります。

ご購入の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」および「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。

本資料で使用している指数について

⚫ S&Pの各指数は、S&Pダウ・ジョーンズ・インデックスLLCが発表しており、著作権はS&Pダウ・ジョーンズ・イン
デックスLLCに帰属しています。

※ J.P.モルガンは、JPモルガン・チェース・アンド・カンパニーおよびその各国子会社または関連会社のマーケティ
 ングネームです。
※ J.P.モルガン・アセット・マネジメントは、JPモルガン・チェース・アンド・カンパニーおよび世界の関連会社の資産
 運用ビジネスのブランドです。

お申込みメモ

お申込みメモ、本資料で使用している指数について
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「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

販売用資料

本資料に関する注意事項

本資料はJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下、「当社」という。）が作成したものです。当社は信頼性が高いとみなす情報等に基づいて本資料を作成しておりますが、当該情報が正確であることを保証するものではなく、当社
は、本資料に記載された情報を使用することによりお客さまが投資運用を行った結果被った損害を補償いたしません。本資料に記載された意見・見通しは表記時点での当社および当社グループの判断を反映したものであり、将来の市場環
境の変動や、当該意見・見通しの実現を保証するものではございません。また、当該意見・見通しは将来予告なしに変更されることがあります。本資料は、当社が設定・運用する投資信託について説明するものであり、その他の有価証券の
勧誘を目的とするものではございません。また、当社が当該投資信託の販売会社として直接説明するために作成したものではありません。
投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負います。過去の運用成績は将来の運用成果を保証するものではありません。投資信託は預金および保険ではありません。投資信託は、預金保険機構および
保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託を証券会社（第一種金融商品取引業者を指します。）以外でご購入いただいた場合、投資者保護基金の保護の対象ではありません。投資信託は、金融機関の預金と異なり、元
本および利息の保証はありません。取得のお申込みの際は投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書補完書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので必ずお受け取りの上、内容をご確認ください。最終的な投資判断は、お客さ
まご自身の判断でなさるようお願いいたします。

取扱販売会社について 

■投資信託説明書（交付目論見書）は下記の販売会社で入手することができます。
■登録番号に「金商」が含まれているものは金融商品取引業者、「登金」が含まれているものは登録金融機関です。
■株式会社を除いた正式名称を昇順にして表示しています。
■下記には募集の取扱いを行っていない販売会社が含まれていることがあります。また、下記以外の販売会社が募集の取扱いを行っている場合があります。
■下記登録金融機関（登金）は、日本証券業協会の特別会員です。

2024年11月1日現在

金融商品取引業者等の名称 登録番号 日本証券業協会
一般社団法人第二種
金融商品取引業協会

一般社団法人
日本投資顧問業協会

一般社団法人
金融先物取引業協会

ＳＭＢＣ日興証券株式会社* 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社 関西みらい銀行 近畿財務局長(登金)第7号 ○ ○

株式会社 埼玉りそな銀行 関東財務局長(登金)第593号 ○ ○

大和証券株式会社 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○

株式会社 三井住友銀行* 関東財務局長(登金)第54号 ○ ○ ○

株式会社 みなと銀行* 近畿財務局長（登金）第22号 ○ ○

株式会社 りそな銀行 近畿財務局長(登金)第3号 ○ ○ ○

* JPモルガン・アメリカ成長株ファンド（為替ヘッジなし、年1回決算型）／（為替ヘッジあり、年1回決算型）のみのお取り扱いとなります。
※ 大和証券株式会社は上記の他に一般社団法人日本STO 協会にも加入しています。

取扱販売会社について、ファンドの関係法人、本資料に関する注意事項

ファンドの関係法人

委 託 会 社 JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（ファンドの運用の指図）
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第330号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

受 託 会 社 株式会社りそな銀行（ファンドの財産の保管および管理）

販 売 会 社 委託会社（am.jpmorgan.com/jp）までお問い合わせください。（ファンドの購入・換金の取扱い等、投資信託説明書（交付目論見書）の入手先）
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